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駅そばの子育て世代
向け環境整備

市街化調整区域

流入・定住

※大東市資料等をもとに国土交通省試算

特に居住を誘導する区域を独自設定し、駅前で子育
て世代等のニーズにマッチする住環境・住宅の確保を
重点的に実施
・駅前等の公営住宅で子育て世代の優先入居枠を設ける方向で
調整

・PPPによる市営住宅の建替え、民間住宅の供給

『北条まちづくりプロジェクト』

市営住宅建替え・公園再整備を皮切りに、PPP手法を
用いつつ遊休公的不動産を活用し段階的な地域づくり
を実施 （H28.10まちづくり会社設立済）

四条畷駅周辺エリア

子育て世代の生活利便・就業環境向上に
向けた都市機能を誘導
・送迎保育ステーション（既存の私立保育園を市が活用）

・多機能型保育所（病児保育、一時預かり等）

等を誘導施設に位置づけ

住道駅周辺エリア

（立地適正化計画）平成３０年１月公表

25～44歳の女性の就業者1,300人増により、約１００億円の経済効果を創出※

第１弾ＰＪ
（約1.4ha）

若年層向けのコンテンツを重点的に誘導
野崎駅周辺エリア

廃校舎をリノベーションし、スポーツ・歴史・文化・食
のコンテンツを備えた交流拠点化。段階的に周辺
に取組を広げ、若年層の交流人口増加を図る。

『深野北小学校跡地活用プロジェクト』

・産業活性化センターでの就労環境整備（創業支援（D-Biz）等）
・市内在住・就労者に限定した奨学金返還補助
・雇用者の市内居住を確保する企業に対する支援
・創業支援の取組に駅前公共空間等を活用 等

→ ソフト施策による子育て世代等への就労支援 子育て世代の居住誘導により北条地域の子育て世代が４
割増加※
（R2までの北条地域への子育て世代流入339人（大東市まち・ひと・しごと創生総合戦略））

民間投資を呼び込み、市営住宅の建て替え等の事業費

の1/１5の支出（大東市試算）で実施

（事業スキームイメージ）

送迎保育サービス利用者は送迎の時間を

平均32分/人・日短縮※
（住道駅周辺から大阪駅方面への通勤を想定）

市街化区域

市街化調整区域

大阪府大東市：人口約１２．２万人（H27）↘約１０．５万人（R22）

学術・研究エリア

・借上げ市営住宅
・民間賃貸住宅 都市公園

店舗・共用棟

店舗・オフィス棟

子育て世代の流入・定住・交流に特化し、都市機能誘導区域を
鉄道駅周辺に絞り込んで設定
→ 子育て世代のニーズに即して働きやすい環境を整備し、戦略的に子育て世代の定住を促進

・出生率を1.43（H27）から1.6（R2）に改善
・25～44歳の女性の就業率を58.0%（H22）から67.2%（R2）に改善

25～44歳女性の就業者が約1300人増※
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